
(3) マスメディアへの情報提供活動の実施

業界のプレゼンス向上とマスメディアへの能動的な情報発信を目的とし、業界の取組みや特徴をより周知

するため、業界紙のみならず一般紙、通信社への広報活動も継続し強化した。202４年度は記者説明会を

２回（7月2日、９月3日）実施した。

（４） 業界内における情報共有の拡充

「JCTA会報」は、２０２３年度より季刊(毎四半期初月発行)に変更し、株式会社日本政策投資銀行及び株式

会社電通（電通総研）のコラム、会員事業者の紹介、イベントの案内等を掲載する他、特集等記事内容の充実

を図り、会員事業者間の情報共有・活用を推進した。

「連盟ホームページ」においては、委員会活動ページや災害関連対策サイト等の内容充実化を図った。特に、

災害関連対策サイトは、後述の災害対応時においても会員事業者に活用いただいた。今後も業界の情報発

信プラットフォームとして内容を充実させるべく取組む。

（５） CASカード運用の効率化

新CAS方式への移行等、B-CASカード返却枚数が増加していることから、会員事業者の負担を軽減すべ

く、既存のカード返却業務を見直し、カード返却業務の簡素化を一部の会員事業者に対して試験的に開始

した。今後、B-CASカード管理システムのリニューアル(2026年2月本稼働予定)を実施し、それに合わせ

てカード返却業務の簡素化を、該当する会員事業者に適用する。

（6） 災害対応の実施

令和6年能登半島地震について、2023年度に引き続き各種対応を行った。特に被害が甚大であった奥能

登地域に位置する被災事業者に対しては、会費等の各種費用減免を実施。また、発災直後に一般社団法人

衛星放送協会に対し、利用料減免を依頼した他、各著作権管理団体に対し、徴収減免を交渉した。9月に発

生した令和6年奥能登豪雨に際しても、被災事業者に対しての安否確認や被害状況の把握、お見舞金の送

付等、迅速な対応を行った。また、２０００年4月より導入している「安否確認サービス」を活用し、地震や大

雨といった自然災害が発生した時には、各支部とも連携し、早期の状況把握に努めた。

4．会員の増減状況

会員種別 202４年度末 2023年度末 増減 入会 退会

正会員オペレータ ３３8社 341社 ▲3 0 ３

正会員サプライヤー ６４社 62社 ２ ３ 1

賛 助 会 員 84社 84社 ０ ３ ３

合 計 48６社 487社 ▲1 ６ 7 

（添付資料）

【別紙１】 2024年度 連盟委員会・部会・団体等の活動概要

【別紙２】 2024年度に活動参加した関係団体・委員会

 2025年度 連盟委員会・部会・団体等の活動概要 

◆連盟 委員会組織 ※委員の任期は２年（2025年6月総会から2027年6月総会まで）
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